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水道法国交省移管について
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水道整備・管理行政の体制について
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水道整備・管理行政の体制について
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国庫補助制度の改正
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水道災害復旧事業について（公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法への移行）
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行政移管後の事務手続き
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行政移管後の事務手続き
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行政移管後の事務手続き
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行政移管後の事務手続き
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事故等に関する情報提供
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事故等に関する情報提供
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自然災害時の対応について
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既報告内容に訂正が生じた場合に報告

自然災害時の対応について
水道被害状況報告

被害報告・災害報告

：災害により発生した断水被害等の状況を確認するもの

：災害復旧補助事業の洗い出し、及び金額の大枠を固めるもの

断
水
解
消

断水戸数が「０」になるまで継続的に報告

不明の部分が多くても、現
状判明している範囲で報告

災害発生から20日目までを目処に適宜報告

復
旧
事
業
費

（
上
限
）
確
定

訂
正
報
告

（災
害
報
告
・被
害
報
告
）

20日目７日目

断水解消の進捗・
詳細判明の都度報告

※大規模災害時には定時報告を求められる場合もある
※断水期間中の応急給水（給水車等）状況を記載すること

災
害
報
告

被害報告（定時）
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災
害
報
告
・
被
害
報
告
タ
イ
ム
ラ
イ
ン

時間 市町 健康福祉事務所 生活衛生課 土木部

発生当日 ・被害報告表
（別記様式１）
・被災箇所の状況調書
（別記様式１－３）
第１報は翌日10時までに

第２報
第３報
・
・

応急工事を実施した場合
・応急工事実施状況調書
（別紙様式２）

所管する市町の水道被害状
況を以下の様式にとりまとめ
を作成（別紙様式２は除く）

・被害報告表
（別記様式１）
・被害箇所の状況調書
（別記様式１－２）
・応急工事実施状況調書
（別紙様式２）

被災日翌日１１時までに生活衛生
課へ提出
第２報、第３報・・・第１報同様11時
までに

県内水道分のとりまとめ
を行い土木部へ提出

15時までに

県内の公共土木施設
災害のとりまとめ

７日目 ・被害報告表
・被災箇所の状況調書
・応急工事実施状況調書

・災害報告書（様式１－１、１－２）

・被害報告表
・被災箇所の状況調書
・応急工事実施状況調書

・災害報告書（様式１－１、１－２）
１１時までに生活衛生課へ提出

最終版
（15時までに）

重要：災害報告書（様式１－１－、１－２）は国庫負担申請をする意思表示

２０日目 訂正報告
（災害報告・被害報告）

１１時までに生活衛生課へ提出 15時までに

重要：標題を「災害報告書（訂正）」とする）とともに、「被害報告表等」も修正

適宜提出 適宜提出

提出

提出

提出

提出
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市町経営ヒアリングについて

将来にわたって水道事業の襷をつなぐことを目的に、

各団体の経営状況や経営戦略の質向上に関するヒアリングを実施（平成30年度～）

事業の目的

令和５年度：各種経営指標（経常収支比率等）及び前年度以前のヒアリング結果等から選定
14団体にヒアリングを実施

ヒアリング対象団体の選定基準等

R６年度：経営状況等に課題のある団体等を対象
決算統計・別途調査等を踏まえ対象団体を選定予定

○経営指標の分析（類似団体との比較検証）
○令和７年度までの必須項目（施設老朽化を踏まえた更新費用、物価上昇等の反映 など）の確認

○アセットマネジメントの状況確認、料金改定の方向性、一般会計繰入状況 等

ヒアリング内容
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兵庫県内水道事業ワンストップ相談窓口について
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兵庫県内水道事業ワンストップ相談窓口について
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令和６年度第１回市町水道担当課長会議
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目次

１ 令和６年度予算措置関係について

２ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法について

３ 会計実地検査について
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１ 令和６年度予算措置関係について
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１ 令和６年度予算措置関係について

令和６年度 国土交通省 交付金・補助金等予算体系

▷令和６年度予算（国土交通省）＋令和５年度本省繰越予算（厚生労働省繰越予算）
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１ 令和６年度予算措置関係について

令和６年度予算事業について

▷防災・安全交付金（R6当初）

・従前の水道事業におけるIoT・新技術活用推進モデル事業
官民連携等基盤強化推進事業、生活基盤施設耐震化等効果促進事業が
上下水道一体効率化・基盤強化推進事業に移行
他、新規上下水道施設再編推進事業、上下水道施設耐震化事業、汚泥再利用推進事業

・防災・安全交付金は、「防災・安全」に関する地方公共団体が行う社会資本整備について、基幹的な事
業や関連する社会資本整備、効果を促進する事業等を一体的に支援する経費として計上

・従前の生活基盤施設耐震化等交付金の大部分が防災・安全交付金に移行

▷水道施設整備費補助（R6当初）

・従前の簡易水道施設等整備費国庫補助
水道水源開発施設整備費補助金が水道施設整備費補助に移行

▷上下水道一体効率化・基盤強化推進事業（R6当初）
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１ 令和６年度予算措置関係について

令和６年度 国土交通省 交付金・補助金等の内定状況

区分 要望額 内定額 内定率

R6本要望

・R6防災・安全交付金
・上下水道一体効率化
基盤強化推進事業（個別補助）

・R5生活基盤施設耐震化等交付金
2,791,189 2,429,355 86.983%

・水道施設整備費（個別補助） 72,487 72,487 100%

▷要望・内定状況

※上下水道一体効率化・基盤強化推進事業（個別補助）
・上下水道DX推進事業（旧：水道事業におけるIoT・新技術活用推進モデル事業）
・官民連携等基盤強化推進事業

【単位：千円】
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１ 令和６年度予算措置関係について

令和６年度 国土交通省 交付金・補助金等予算措置状況

区分 要望額 内定額 内定率

R6当初
（国土交通省）

防災・安全交付金：７件 608,484 529,386 87.00%
水道施設整備費（個別補助） ー ー ー
上下水道一体効率化・基盤強化推
進事業（個別補助）：２件 313,789 304,545 97.05%

R5本繰
（厚生労働省）

生活基盤施設耐震化等交付金：29件 1,868,916 1,595,424 85.36%
水道水源開発等施設整備費補助金:２件 72,487 72,487 100%

【単位：千円】

▷本要望額に対する各区分への予算措置状況

▷要望額については、国土交通省から送付された事業別国費内訳を基に基礎表から算出

▷生活基盤施設耐震化等交付金の内定率については、事業メニューにより主に80.1%～87.0%の範囲

▷県からは、国土交通省から送付された事業別国費内訳の計数を基に内定（配分調整はしていない）
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１ 令和６年度予算措置関係について

令和６年度 国土交通省 交付金・補助金等予算措置状況

区分 全国 近畿 兵庫県

R6当初
（国土交通省）

防災・安全交付金 186.4 21.7 5.29

水道施設整備費（個別補助） 171.4 0.4 ー

上下水道一体効率化
基盤強化推進事業（個別補助） 30.0 9.9 3.04

R5本繰
（厚生労働省）

生活基盤施設耐震化等交付金 242.5 46.5 15.95

水道水源開発等施設整備費補助金 ー 7.2 0.72

【単位：億円】

▷各区分への予算措置状況

全国・近畿（福井県含む）・兵庫県
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１ 令和６年度予算措置関係について

令和６年度当初予算の執行と今後について①（近畿地方整備局から）

▷令和６年度当初予算（国土交通省）

区分 要望額 内定額 内定率

R6当初
（国土交通省）

防災・安全交付金 608,484 529,386 87.00%
水道施設整備費（個別補助） ー ー ー
上下水道一体効率化・基盤強化推
進事業（個別補助） 313,789 304,545 97.05%

内定額は必ず満額執行を令和７年度移行の査定に影響 【単位：千円】

区分 全国

R6当初
（国土交通省）

防災・安全交付金 186.4
水道施設整備費（個別補助） 171.4
上下水道一体効率化基盤強化推進事業（個別補助） 30.0

▷令和７年度当初予算（国土交通省）

国土交通省へ移管したからといって、令和６年度当初予算を大きく上回ることはない
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１ 令和６年度予算措置関係について

令和６年度当初予算の執行と今後について②（近畿地方整備局から）

▷令和６年度予算

【近畿地方整備局の対応】

完了検査

令和６年度は実施しない予定

令和７年度から完了検査（令和６年度予
算事業）を実施予定

検査時期、検査方法は令和６年度内検討
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１ 令和６年度予算措置関係について

令和６年度・補正予算について（未確定）

▷令和６年度補正予算（国土交通省）

国土交通省では、厚生労働省にて実施していた本省繰越がありません。

Ｒ５
当初

Ｒ５
補正

未執行分

補正予算

未執行分 補正予算

Ｒ６

厚生労働省内で
繰越

次年度執行

令和６年度補正予算（国土交通省）については、現状未確定

本省繰越がないため、国の補正予算成立後、現年で市町で補正予算を確保し

繰越（国費、市町予算）を行い、次年度において主に執行が想定されます

今まで
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１ 令和６年度予算措置関係について

生活基盤施設等耐震化交付金（R5本繰）

区分 要望額 内定額 内定率

R5本繰
（厚生労働省）

生活基盤施設耐震化等交付金 1,868,916 1,595,424 85.36%

水道水源開発等施設整備費補助金 72,487 72,487 100%

【単位：千円】

▷早着申請分として、内定額満額を県から国土交通省に交付申請

▷内定額満額内示しているため、減額が発生しない限り、増額の配分対応ができない状況

▷今後、例年どおり、12月に増減額希望調査を実施

▷令和５年補正予算：以下の事業、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」分として措置

水道水源開発等施設整備費：水道施設機能維持整備費

生活基盤施設耐震化等交付金：基幹水道構造物の耐震化事業、老朽管更新事業及び水道管路緊急改善事業
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２ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法について
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２ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法について

国庫負担法対象後の主な変更点

▷補助率

※激甚災害により生じた災害復旧事業については、災害復旧事業費の大きさによりさらに嵩上げ

・基本率１／２ → ２／３以上

▷災害復旧事業の下限額

現行 改正後

上水道・水道用水供給事業（①かつ②を超える）
県 ①720万円 ②給水人口×130円
市 ①190万円 ②給水人口×130円
町村①100万円 ②給水人口×130円

【 １箇所の工事費】
・都道府県又は指定市に係るものあっては、１２０万円未満
・市町村に係るものにあって、６０万円未満

※復旧費の額及び給水人口による限度額の基準は適用せず

県・指定都市：120万円以上
市町村：60万円以上
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２ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法について

国庫負担法対象後の主な変更点

▷災害報告・被害報告

・他の公共土木施設とは別に水道施設の被害報告表、災害報告書は管轄する健康福祉事務所へ提出

【R6.1.17国土交通省：水道災害復旧事業の概要（負担法移行後）の資料から抜粋】

※生活衛生課はとりまとめを行い県内の水道施設の被害報告表、災害報告書をとりまとめ土木部技術企画課へ提出

生活衛生課 土木部
技術企画課
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２ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法について

国庫負担法対象後の主な変更点

▷被害報告表の留意事項

被  害  報  告  表

調
査
率

（　　　　観測所） （　　　　観測所）

㎜ ㎜

㎜ ㎜

㎜ ㎜

m/秒 m/秒

計

水　　　　　道

異 常 気 象 名

28
報

県等コード 都道府県名

そ の 他

　日　　時～　　日　　時

　日　　時～　　日　　時

　日　　時～　　日　　時

日　時　分～　　時　分

気
象
デ
ー

タ

　　市・町

第

災害発生年月日

最 大 時 間 雨 量

最 大 平 均 風 速

連続雨量最大：市 町 村 名

（観測所）

連 続 雨 量

工 種
都　道　府　県　工　事 市　町　村　工　事

金額（千 円） 金額（千 円）箇所数 箇所数

最 大 日 雨 量

金額（千 円）

令 和 年 月 日 時 現 在

　日　　時～　　日　　時

　日　　時～　　日　　時

日　時　分～　　時　分

計

　日　　時～　　日　　時

箇所数

　　市・町

 気象ｺｰﾄﾞ

報 告 者

被災中心地：

自 月 日 ： 至 月 日

0

0 0

0

0

0 0

0

0

0 0

0 0 0 0

0

0

0 0 0

0

0 0 0

0 0 0

0 0

0

0

0 0 0 0

0

0 0 0 0

0 0

0

0 0 0

0

00

0

0

0

0

0

0

0

0 0

0 0 0 0

0 00

河 川

海 岸
(港湾にかか るも の)

0

0

公 園

地すべり防止
施 設

砂 防 設 備

急傾斜地崩壊
防 止 施 設

道 路

橋 梁

海 岸
( そ の 他 )

港 湾

下 水 道

0

0

0

0

0

0 0 0

0

0

0

被災箇所の状況調書（市町分）

（●●市・町）

被災状況 復旧額(概算) ※復旧(応急)工法

市町名 地名 (公共土木施設及び一般施設) (千円) （現在の状況） 着手 完了

未復旧

〔作成要領〕
　１　災害工種（河川、道路、橋梁等）毎に計をとること。（別記様式１と整合性を図ること）
　２　被災延長は、河川等で両岸に被災がある場合は、左右岸別に２段書きとする。道路の場合、被災区間を記す。
　３　復旧額には、応急費を含んだ額を記載する。（※応急仮(本)工事費に応急費用を再掲する。）
　４　応急本工事または応急仮工事を実施した場合のみ、※復旧(応急)工法以降を記載する。（応急本工事実施の場合は、別記様式２も作成のこと。）

位　　　置
※応急仮

(本)工事費
(再掲)
(千円)

番号
※復旧の見通

河川路線名 被災原因

被災延長
及び左右岸

（ｍ)

0 河川 計 0

0 港湾局海岸 計 0

0 水局海岸 計 0

0 砂防 計 0

0 地すべり防止施設 計 0

0 急傾斜地崩壊防止施設 計 0

0 道路 計 0

0 橋りょう 計 0

1 ●●市
●●町●●地
先

土砂崩壊
土砂崩壊により配水池被災し、●●地区
において、断水（戸数●●●戸） 15,000 未定 未定

0 港湾 計 0

0 水道 計 0

1 下水道 計 15,000

0 公園 計 0

着色セルには関数が
入っています。

【別記様式１】 【別記様式１－３】

災害が発生した場合、直ちに水道の被害状況等をとりまとめ「被害報告表」（別記様式１）、その内訳「被災箇
所の状況調書」（別記様式１－３）を管轄する健康福祉事務所へ電子メール等にて報告

①被害が生じた場合は、自主的に作成のうえ
健康福祉事務所へ提出

②調査率が１００％となるまで第１報、第２
報と継続して健康福祉事務所へ報告

③被害報告表の最終版は災害発生後７日以内
に提出する「災害報告書」との整合をとる

④大規模災害等が発生し、所定の期間内に報
告できない場合は、その旨を健康福祉事務所
に連絡。

⑤応急工事（応急仮工事、応急本工事）を実
施した場合は、応急工事実施状況調書（別記
様式 ２）を作成し提出

【兵庫県土木部事務取扱要領を読替】
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２ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法について

国庫負担法対象後の主な変更点

▷災害報告書の留意事項

【様式１－１】 【様式１－２】

災害終息後７日以内に「災害報告書」（様式１－１～２）により、市町長から県知事あての公文書として管轄す
る健康福祉事務所へ電子メールでデータを提出。

①「災害報告書」は、「被害報告表」（別記様式１）
及びその内訳となる「被災箇所の状況調書」（別記様
式１－３）（以下、「被害報告表等」 という。）と
内容が一致

②災害報告書の提出にあたり、「被害報告表等」の修
正が必要な場合は、修正後の「被害報告表等」を併せ
て健康福祉事務所へ提出

③「災害報告書」は、後日、国庫負担申請をする意思
表示となるものになりますので被害状況を現地で 把握
し、復旧工法・金額を精査したうえで、報告漏れ、過
大・過少申告がないようにしてください

〔様式１－１〕

第　　　　　　　　　号

令和　　年　　月　　日

　兵庫県知事　齋　藤　元　彦　様

    　 ○○市町長 　　○　○　○　○

災　　　害　　　報　　　告　　　書

　令和　　年　　月　　日から　　月　　日までの（　　　　　　　　　　　）により公共土木施設に下記の

とおりの災害が発生したので、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法施行令第５条の規定により報告します。

記

(金額の単位：千円)

前　回　ま　で　の　報　告　分 　今回の報告分

　 　年間の合計

区 分 異常気象名 異常気象名 異常気象名 異常気象名

気象コード 気象コード 気象コード 気象コード

箇所数 金　額 箇所数 金　額 箇所数 金　額 箇所数 金　額 箇所数 金　額

河 川

海 岸

(港湾に係るもの)

海 岸

(その他)

砂防設備

地すべり

防止施設

急傾斜地崩

壊防止施設

道 路

橋 梁

港 湾

水 道

下 水 道

公 園

計

〔記載要領〕

　１　既に報告した事項について変更を行う場合は、「今回の報告分」欄及び「年間の合計」欄に変更を行う前のものを赤色で上

　　段に、変更後のものを黒色で下段に記載すること。

　２　別途提出する被害報告表との整合性を図ること。（提出済の被害報告表から異動のある場合は、被害報告表の訂正も行う。）

自　月　日：至　月　日 自　月　日：至　月　日 自　月　日：至　月　日 自　月　日：至　月　日

【兵庫県土木部事務取扱要領を読替】

〔様式１－２〕

異常気象名

主な被害市町

（観測所名）

月 日 時～ 月 日 時～ 月 日 時～

月 日 時 月 日 時 月 日 時

月 日 時～ 月 日 時～ 月 日 時～

月 日 時 月 日 時 月 日 時

月 日 時～ 月 日 時～ 月 日 時～

月 日 時 月 日 時 月 日 時

月 日 月 日 月  日

月  日 月  日 月  日

時 分 時 分 時 分

月  日 月  日 月  日

時 分 時 分 時 分

月 日 月 日 月 日

時 分 時 分 時 分

〔記載要領〕

①　主な被害市町は、観測所の存する市町名を記載する。(被災中心地の市町について記載する。)

②　連続雨量は、連続していることを確認する。（降雨０mmが６時間程度継続した場合は、連続とならない。）

③　最大日雨量は、０時を起点とする必要はなく、最大２４時間雨量を記載する。

④　最大平均風速は、１０分間平均風速の最大を記載する。

⑤　その他は、雨量又は風速で異常気象の説明が出来ない場合に適宜記載する。（例：震度、警戒水位以上の出水期間、換算雨量、落雷警報等）

最 大 潮 位

時　  分～　   時   分

メートル/秒

　

ミリメートル/日

最 大 波 高

そ の 他

連 続 雨 量

最 大 日 雨 量

最大時間雨量

最大平均風速

メートル

メートル

時　  分～　   時   分

ミリメートル

ミリメートル/日

ミリメートル/時

ミリメートル

ミリメートル/日

ミリメートル/時

　 メートル/秒

メートル

　 メートル 　 メートル

メートル/秒

メートル　

ミリメートル

時　  分～　   時   分

ミリメートル/時

④災害査定現地での追加申請は認められないことから、
災害報告書を提出する段階で十分に精査し、報告漏れ
のないように留意

⑤提出後の現場再調査等により訂正・追加・取り下げ
があれば、災害終息後20 日以内に公文書により訂正
報告を行う。
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２ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法について

国庫負担法申請に向けた処理経過及び予定（現在調整中）

▷災害報告・被害報告・査定日程

令和６年５月２７日から２８日の豪雨（異常気象名）

令和６年５月２９日 被害報告表（第1報）土木部に提出

令和６年５月３０日 被害報告表（第２報）土木部に提出

令和６年６月５日 災害報告書土木部に提出

令和６年６月１３日 災害報告書（訂正）：生活衛生課提出期限

令和６年６月２７日 査定設計書、目論見書：生活衛生課提出期限

令和６年７月４日
申請箇所図、災害野帳
査定順序一覧：生活衛生課提出期限

令和６年７月２９日：災害査定予定
概要説明13：40～14：00
実地査定14：10～14：30

令和６年７月５日
国庫負担法申請内容確定
令和６年７月２２
国庫負担申請書類提出

令和６年６月２４日
（〆土木）
査定行程表

※県土木部において、県内各市町分のとり
まとめを行い、国土交通省へ提出するため、
タイムスケジュールが厳格なものとなって
おります
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２ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法について

国庫負担法申請する場合の要点

▷被害報告表

「災害報告書」は、後日、国庫負担申請をする意思表示となるものになりますので、被害状況

を現地で 把握し、復旧工法・金額を精査したうえで、報告漏れ、過大・過少申告がないように報告

「被害報告表」（別記様式１）、その内訳「被災箇所の状況調書」（別記様式１－３）を管轄する健康福祉事務
所へ電子メール等にて報告

まずは第１報を災害翌日１０時までに

・工事費は概算、被害状況は目安での報告で可

・工事費、被害状況の追加や修正は第２報、第３報での報告で可

・２０日後の災害報告書（訂正）、被害報告表（訂正）が最終

▷災害報告書

・報告漏れは、国庫負担法申請できないため、査定対象となりません

災害報告の
件数・金額

＞
＝

国庫負担申請の
件数・金額
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３ 会計実地検査について
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３ 会計実地検査について

令和６年度４月の他県例

▷会計実地検査期間

・令和６年４月８日～４月１２日

▷会計実地検査対象事業

・国土交通省水管理・国土保全局所管 令和２～５年度

▷会計実地検査当局

・国土交通検査第３課 調査官６名
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